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経済情勢等が労働災害発生動向に及ぼす影響等に関する研究： 

多変量時系列解析による数理モデルの開発と検証（労災分析班報告） 

 

研究分担者  余村 朋樹 （公財）大原記念労働科学研究所 

研究分担者  酒井 一博 （公財）大原記念労働科学研究所 

研究協力者  湯淺 晶子 （公財）大原記念労働科学研究所 

 

研究要旨 

効果的な労働安全衛生施策を立案・実行していくためには，労働災害にどのような要

因が影響を与えているかを科学的に解析する必要がある。本研究では，時系列モデル

に使用するアウトカムとして必要な労災指標の選定とデータの整理を行った。また，

現状の労災統計データの課題についても整理した。 

 

 
A．研究目的 
 
労働災害（労災）は長期的には減少しているが，
小売・飲食業や保健衛生業などの第三次産業では
増加傾向にある。第 12次労働災害防止計画におい
ても，重点業種別の対策が提唱されているが，労
働を取り巻く諸環境の要因（経済情勢，産業構造
の変化，就業形態，自然・気象条件，産業技術革
新等）が及ぼす影響について科学的根拠に基づく
解析はほとんど行われておらず，行政政策評価に
資する知見が切望されている。 
そこで，本研究ではマクロ経済学・金融工学等
で応用されている多変量時系列解析手法(Kariya, 
1993)を用いて，経済情勢が業種別労働災害の発生
に及ぼす影響を明らかにすることが最終目的であ
る。労災分析班では主に主要アウトカムとなる労
災指標について，利用可能な変数の検討を行う。
また，労災指標の時系列データを作成する際の問
題点と課題について整理する。 
 
B．方 法 
 
 全体会合を 5 回（2016 年 10 月，12 月，2017
年 1月，2月，3月）開催した。各研究班で調査し
た各種指標を持ち寄り，各指標の利用可能性につ
いてブレーンストーミングを行った。各指標は①
データ期間，②データ密度（年単位・四半期単位・

月単位など，③データの質（発行元や信頼性，④
データの利用可能性（入手先），⑤データ加工の手
間，⑥データ欠損の度合いの６側面で検証を行い，
最終的に投入する変数の定義方法および優先度に
ついて議論を重ねた。 
また，公開されている労災統計データの利用実
態について，幾つかの業界団体に対してメール・
電話での調査を試みた。 
なお本研究では，国が提供・公開している各種
データ資源，統計法等，法令の規定に基づく調査
データ（連結不可能匿名化後の統計データ）など
オープンデータを主に扱うため，文部科学省・厚
生労働省「人を対象とする医学系研究に関する倫
理指針（平成 26年 12月 22日）」は適用外である
（個々の研究対象者からデータを収集することは
行わない）。 
 
C．研究結果 
１．必要とされた労災指標 
全体会合における討議では，労災関連指標につ
いて様々な検討が行われた。例えば，業種によっ
て影響を受けた要因に大きな差があることが推察
されるため，業種毎に分析することが求められた。
そこで，まずは古くから存在する製造業，建設業，
陸運貨物業，加えて就労人口の増加が目立つ第 3
次産業のデータを整理することとなった。また，
労災は安全と健康の両面があることや，産業が変
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化すると業種の中身は変わってしまうことから，
業種のみならず職種で分類することの必要性が指
摘された。 
このような討議の結果，必要なアウトカム指標
として，死亡災害発生件数，死傷災害発生件数，
重大災害件数，休業 4 日以上，業種別，職種別，
労災申請件数，労災給付件数，心疾患者数，性別，
年齢などに関するものが挙げられた。また，各指
標は年単位に加え，月単位，さらに地域別でも揃
えられることが望ましいとされた。 

 
２．収集した労災指標 
現在のところ収集・整理出来た労災指標は次の
通り。死亡災害発生件数（総計，製造，建設，陸
上貨物運送事業，第 3次産業），死傷災害発生件数
（総計，製造，建設，陸上貨物運送事業，第 3 次
産業），労災度数率（総計，製造，建設，陸上貨物
運送事業，第 3次産業），労災強度率（総計，製造，
建設，陸上貨物運送事業，第 3次産業），休業 4日
以上（総計，製造，建設，陸上貨物運送事業，第 3
次産業），重大災害件数（総計，製造，建設，陸上
貨物運送事業，第 3次産業），脳・心臓疾患労災認
定数，精神障害疾患労災認定数。 
死亡災害件数と死傷災害件数以外は概ね昭和 63
年（1988年）頃以降のデータしか得られなかった。
また，陸上貨物運送事業に関しては平成 11年以降
のデータであったり，指標によっては道路貨物運
送業というカテゴリになっていたりするなど，同
じ期間，同じ分類で整理出来なかった箇所もあっ
た。 
その他，死亡災害発生件数については都道府県
（局）別，事故型別のデータが，死傷災害発生件
数については都道府県（局）別，事故型別，規模
別，起因物別，年齢階級別のデータが昭和 63年分
から取得出来ることを確認した。また，外国人労
働者の死傷災害発生数（平成 16年以降）などにつ
いてもデータが存在することを確かめた。 

 
３．労災統計データの利用実態 
今回協力を得た業界団体では，団体内で独自に
労災データを収集している例は少なく，多くは厚
生労働省もしくは中央労働災害防止協会から提供
されているデータを利用していた。また，当該年
度の発生状況を確認し，次年度の団体における活
動方針の決定に際して参考にするというケースが
ほとんどであり，中長期的な検討や，労災の発生
に影響を与えている要因を統計的に分析している
例は見当たらなかった。 
 
D．考 察 
 
アウトカム指標として必要な労災指標について
討議を行った上で，幾つかの指標の収集・整理を

実施した。年単位データは 1973～2012 年前後の
50 年間を対象データ期間としてデータセットの整
備を進めることを目標としたが，死亡災害件数と
死傷災害件数の総数以外は，この目標を満足させ
るデータが収集出来ていない。また，同じ指標で
あっても出処が異なると年によっては値が異なる
ケースも見られる。そのため，今後もデータの収
集と整理を行うとともに，各指標の元となるデー
タの収集方法や，算出方法なども丁寧に確認する
ことが求められる。 
ところで，今回，労災統計データを厚生労働省
や中央労働災害防止協会のホームページから得た
が，分析用にデータを整備する作業に膨大な労力
と時間を要した。それは，１）時系列形式でのデ
ータ提供がなされていない，２）指標が整理して
提供されていない，３）紙資料をスキャニングし
た画像データのみのものがある，４）エクセルデ
ータであっても印刷を前提としたレイアウトでの
提供となっていることなどが原因として考えられ
る。国が集約してきた労災データが，これまで中
長期間に渡る統計的分析・評価に活用されてこな
かったことが伺える。今回，労災統計データの利
用実態調査はごく一部の産業団体しか対象としな
かったが，概ね単純な集計結果のみの利用に留ま
っていた。メリハリのある，効果的な施策を立案・
実行していくためには，科学的解析に基づく知見
を蓄積していくことが必要であり，その解析に資
する労災データを整理した形で広く一般に提供す
ることが望まれる。 
上記以外の課題についても記載しておくと，今
回収取した労災データは，厚生労働行政下で把握
されている労災保険の給付実績に基づくものであ
るが，労災の発生による申請と給付にはタイムラ
グがあると推察される。更には，把握されていな
い，つまり申請されていない労災は今回の収集デ
ータに含まれていない。例えば，１）労災保険に
加入していない労働者における労災の存在がある。
個人事業主や，国家公務員，地方公務員（正規・
非正規）などがこれにあたる。指定管理者制度な
どによって公務災害から労災へと切り替えられた
ものもある。次に，２）労災保険に加入している
が労災保険給付が未申請の労災もあると推察され
る。意図的な所謂労災隠しや，労災保険給付に関
する知識不足によるものがこれにあたる。労災は
認定されなければ統計データとしてカウントされ
ないが，その認定基準も社会とともに変化する。
更に言えば，社会における安全や健康，仕事・組
織に関する考え方の変化によって，申請自体も変
化するであろう。今後の分析および結果の考察に
際しては，アウトカム指標に纏わるこれらの点に
ついても念頭に置いておく必要がある。 
 
E．結 論 
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経済情勢が労災の発生に及ぼす影響を明らかに
するために，必要なアウトカム指標の選定とその
データ収集・整理を行った。今後，まだ不足して
いる分の収集を行うとともに，指標の算出方法な
どを整理する必要がある。また，労災統計データ
の公開方法についても幾つかの課題が見られた。
より活用し易い方法での提供が望まれる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 
  該当なし 
 
Ｇ．研究発表 
 
 1.  論文発表 

 平成 28年度はなし 
 2.  学会発表 
 平成 28年度はなし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 1. 特許取得 
該当なし 

 2. 実用新案登録 
 該当なし 
 3.その他 
 該当なし 

 
 

 
 


